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� はじめに

本稿は，会計学における「環境会計」（Envi-

ronmental Accounting）研究に関する研究史研

究であり，特に，環境会計研究の成立とその展

開について整理分析し，環境会計の多層的解明

と通史的理解モデルの構築を行うことを目的と

している。「環境会計」と呼ばれる研究領域

は，１９７０年代に会計研究の多様な文脈の中か

ら生成し，１９９０年前後にその輪郭を強めた

後，現在では会計学はもとより他の研究領域か

らも明確に認知されるに至った。その後，２００１

年を契機にそれまでの関心の高まりが一定の落

ち着きを取り戻し，特にわが国ではやや衰微す

る傾向が続いているとの指摘もある。その主な

理由としては，環境会計情報の非統一性，関心

領域の移行による情報価値の相対的低下の ２

点に収斂されると考えられてきた１）。しかしな

がら，国際的な環境会計研究の潮流は，むしろ

研究分析の射程を拡張させ続け，現在でも様々

な議論を誘発しつつあり，その重厚で長期的な

研究成果の蓄積は，会計学のさらなる展開領域

となることに共通の理解を形成したと言っても

過言ではない２）。そして，複層化するその研究

の視座は環境会計を今後より実践的な応用領域

として進化させていくことを予感させるものに

なった。

このため，本稿では，会計学における環境会

計研究の現状と課題を踏まえつつ，現在の主要

なパラダイムからすれば既に通過点であったと

考えられている環境会計が，アプローチを変化

させ続けながらも引き続き会計学的関心を維持

している史的背景を整理する。また，研究史各

期における研究成果とそれに対する批判的見解

の抽出及び分析を通して，環境会計という研究

領域の可能性について再検討を加える。特に，

環境会計に関する論攷に対するこれまでの批判

を精査することは，当該領域の史的位置づけを

明確にする上で必須の作業であるとともに，会

計研究の歴史における環境会計の定性的な解釈

モデルの構築にも接続可能であると考えられ

る。

本稿は，主に海外文献の通観と整理分析を基

礎とした通史的な比較研究を実施することに

よって，環境会計の各期の趨勢から批判的見解

を抽出・特定することを出発点としている。こ

れまで，環境会計は様々な研究者によって史的

考察が試みられてきたが，その多くは環境会計

への周縁的批判と定時的研究に特化しており，

少数の先駆的研究者を除いて，通時的な批判的

見解の整理・体系化を試みた研究はさほど無

かったように考えられる。このため，環境会計

の史的整理作業とともに，その批判的言説の構

造的理解を深化させることは，今後の環境会計

の方向性を予見するとともに，社会的に整合性

を保持した環境会計を導出させることにも貢献

可能であることが推認される。

１）Elkington（１９９３），Lamberton（２００５），柴 田（２００７）
を参照。２００１年のエンロン事件を契機として，
環境情報のみならず社会や経済に関わる情報

（CSR 情報）が重視されるようになり，環境分
野に特化した環境会計は従来に比して減少した
と考えられる（柴田［２００７］, p.３９）。

２）例えば Fleischman & Schuele（２００６），Gray（２００２），
Mathews（１９９７）を参照。

経 済 学 研 究 ６０－１
北 海 道 大 学 ２０１０．６

環境会計の史的研究

八 森 美 穂
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一方で，環境会計の特性は，環境問題に関連

して生起した会計学的諸課題に対して様々な社

会理論を移植・援用したことにあり，その拡張

性と柔軟性は会計学の学問的発展性を顕示した

と考えられる。とはいえ，この傾向は会計研究

としての自律性を見失わせ，議論を錯綜させる

結果を誘引させた側面もあり，環境会計は成立

とともに多くの批判に晒されてきたことも事実

である。このため，環境会計に関連した従前の

研究成果を概観分析することを通して，拡張し

た環境会計研究の応答性を高め，漂流する議論

の中から羅針盤となるべき分析的視座を浮揚抽

出することが本稿の通底した目途でもある。

� 会計学における環境会計研究史

イタリアのルカ・パチョーリが複式簿記シス

テムを初めて詳述した１４９４年の書物『スム

マ』３）以降，会計実践とその研究は，対象領域

を広げながら多様な発展を遂げてきたが，連綿

とした会計の長い歴史の中でも環境会計の占め

る割合は，当然のことながら僅少である。しか

しながら，１９７０年代以降，環境問題は会計学

の主要なテーマの一つとして注目を集め，特に

１９９０年代からおよそ２０年の間には様々な研究

成果が集中的に積み重ねられてきた。その研究

手法，中心的な事例を供給する調査地域，環境

問題に関連して射程化された諸事象などは，も

ちろんそれぞれの時代によって様々に推移して

きた。しかしながら，環境会計研究は，常に研

究業績を蓄積し続け，先行研究における事例分

析に再検討を加え，精査と解釈を繰り返すこと

で，現在でもその厚みを増し続けている。

環境会計研究の歴史を１９７０年代の「社会環境

会計（social and environmental accounting）」，１９８０

年代の「社会会計（social accounting）及び環境

会計」，１９９０年代から今日に至る「環境会計及

び持続可能性会計（sustainability accounting）」

に分類され得るフレームワークを用いながら，

かつて Mathews はこれら環境会計を中心とす

る一連の研究群はメインストリームの会計学界

に受け入れられ難い領域であったと考察し

た４）。しかしながら，近年の会計基準のコン

バージェンスの動向，排出量取引等の新たな研

究フィールドの着想に伴い，その研究状況は変

化してきているとも考えられる。特に環境問題

は発生地域のみならず隣接諸地域にも影響を及

ぼすため，解決解消にも極めて長い期間を要す

ることが多く，このことから Gray は，常に批

判的，代替的立場から企業と社会との新たな関

係を見出そうとしてきた環境会計研究が，社会

及び環境問題における諸事象から基本材料を提

供されてきたことを明察した５）。

本章では，Mathews（１９９７）（２０００）, Gray（２００２）,

國部他（２００９）が実施した包括的文献研究を紐解

き，環境会計の通時的研究を概観する。各研究

者の分類に基づき，年代別にまとめたものが表

１ である。この表に示した時系列分析は，第

�期，第�期，第�期（１）までは Mathews（１９９７）

によるものであり，第�期（２）は Mathews が

２０００年 に 追 補 し た も の で あ る。Mathews

（１９９７）は，この１０年区分の時系列分析を用い

た理由として，サッチャー政権の誕生，Pearce

et al .（１９８９）及び Gray（１９９０）の文献の発刊を基

点としたことを明示している。また，社会会計

プロジェクトの進展を論じた Gray（２００２）の文

献史研究においても１０年間で一応の区切りが

されている。確かに彼はこの編年体系について

「結果的にありふれた（inevitably trite）時代区

分」６）であったことを内省的に論じているが，

Mathews や Gray の分類が研究アプローチと

して有効なことは，例えば新たな時代区分を検

討した山上（１９９９）が，やはり Mathews（１９９７）

３）Summa de Arithmetica, Geometria, Proportioni et
Proportionalita.

４）Mathews（１９９７）を参照。
５）Gray（［２００２］，p.６８８）を参照。
６）Gray（［２００２］，p.６９４）。

経 済 学 研 究8686（ ） ６０－１
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の文献研究を検討したことからも推認すること

ができるだろう７）。

環境会計関連文献は，Accounting, Organiza-

tions and Society（AOS, １９７５）, Journal of Ac-

counting and Public Policy（JAPP, １９８２），Ac-

counting, Auditing and Accountability Journal

（AAAJ,１９８８），Critical Perspective in Accounting

（CPA, １９９０）を中心に掲載されてきており，特

に AOS が，環境会計関連文献の進展の一翼を

担ってきたものと考えられる。１９７０年代から

の一連の実践を，Mathews は「社会環境会計文

献（Social and Environmental Accounting Lit-

erature :SEAL）」，Gray（２００２）は「社会会計（So-

cial Accounting）」という包括的な用語を用いて

説明した。さらに Mathews（１９９７）は，SEAL

を（１）Empirical Studies（実 証 研 究）,（２）Nor-

mative Statements（規 範 的 研 究）,（３）Philo-

sophical Discussion（方法論的議論）,（４）Radical

/Critical Literature（批判的文献）,（５）Non-account-

ing Literature（会 計 領 域 以 外 の 文 献）,（６）

Teaching programmes and Textbooks（テキス

ト）,（７）Regulatory Frameworks（法制度規制）,

（８）Other Reviews of the Literature（文献検討）

に分類８）し，各領域について通時的かつ共時的

な研究を実施した。以下に Mathews の文献研

究を基礎として，各々の研究内容とその特色を

整理しつつ，その発展に貢献を果たしたと考え

られる主要な環境会計研究の軌跡を整理分析す

る。

１．第�期（黎明期：１９７１－１９８０）
環境会計の歴史は，Beams & Fertig（１９７１）,

Churchman（１９７１）, Linowes（１９７２）, Mobley

（１９７０）を端緒とする１９７０年代の「社会会計」９）

に遡る。なぜなら，社会会計における課題の一

領域として環境問題が取り扱われたのが環境会

計の黎明と考えられるためである。そのためこ

の時期は環境会計の「黎明期」と位置づけること

ができるだろう（表１参照）。

また，図１でも明らかなように第�期の文献

の多くは「実証研究」に集中している。実証研究

７）これらの研究の背景にある時代の趨勢は Gray
et al.（１９９６）に詳しい。

８）各々の訳出は山上（１９９９，p.１０）を参考に行った。
９）Estes（１９７６）は，社会 経 済 会 計（socio-economic

accounting）, 社会会計（social accounting）, 社会
責任会計（social responsibility accounting）, 社会
監査（social audit）と呼ばれる領域を「社会会計」
と総称した。

図１ Mathews 第�期

２０１０．６ 環境会計の史的研究 八森 8787（ ）
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PERIOD DESCRIPTION
ARTICLES and DISCIPLINES

Empirical Studies Normative Statements Philosophical Discussion

Ⅰ

期

黎
明
期

[1971−1980] Germ and Cradle

企業倫理，社会的責任等への問題意識から
注目されてきた分野が更に多くの関心を集め
た。

実証研究が中心であったが，記述的なもの
が多く，開示の根拠が究明されず，他の研究
に比べて洗練されていなかった。

規範的研究では外部性（externalities）の議
論が中心であり，アプローチは「財務数値」

「非財務数値」に二分されていた。

方法論的研究はさほど進展していなかっ
た。批判的文献も多くはなく，この時期の社
会環境会計研究は，後に批判の対象となっ
た。企業倫理や企業の社会的責任といった側
面が強調された時期でもあった。また，専門
職たちは，社会環境会計の開発に消極的な傾
向があったと考えられている。

Abbott & Monsen [1979] Ingram [1978][1980] Cheng [1976] AOS [1978] Ross [1971]
Aldag & Bartol [1978] Ingram & Frazier [1980] Dierkes [1979] Beams & Fertig [1971] Sobel & Francis [1974]
Alexander & Bucholz [1978] Jonson et al. [1978] Dierkes & Preston [1977] Churchman [1971] Spicer [1978]
Anderson & Frankle [1980] Lessem [1977] Dilley & Weygandt [1973] Dowling & Pfeffer [1975] Taylor [1975]
Anderson [1980] Lewis et al. [1979] Estes [1972][1977] Elias & Epstein [1975]
Barnet & Caldwell [1974] Marsh & Hussey [1979] Gartenberg [1980] Estes [1973]
Belkaoui [1980] Moskowitz [1972] Linowes [1972] Gandhi [1976]
Bowman & Haire [1975] Most [1977] Prakash [1975] Granoff & Smith [1974]
Brockhoff [1979] Parket & Eilbirt [1975] Ramanathan [1976] Ladd [1970]
Chen & Metcalf [1980] Preston [1978] Ray [1978] Mobley [1970]
Dilley & Weygandt [1973] Schoenfled [1978] Shocker & Sethi [1974] Morley [1978]
Epstein et al. [1976] Schreuder [1979] Spicer [1978] NAA [1974]
Ernst & Ernst [1972−1978] Spicer [1978a][1978b] Trotman [1979] Preston [1978]
Fogler & Nutt [1975] Sturdivant & Ginter [1977] Ullmann [1976] Ray [1978]
Frances [1973] Taylor et al. [1979] Renshall et al. [1979]
Grojer & Stark [1977] Trotman [1979] Robertson [1976]
Hussey [1979] Vance [1975] Rockness et al. [1977]
Hussey & Craig [1979] Van den Bergh [1976] Tokutani & Kawano [1978]

Ⅱ

期

発
展
期

[1981−1990] Convergence and Diversity

社会会計の中の一分野であった環境会計が

自立して，特にこの時期の後半に環境会計へ

の関心が高まった。

実証研究は叙述的なものから分析的なもの

になった。しかしながら，研究を支える理論

的基礎の議論は活発ではなかった。

Ⅰ期に顕著であった規範的研究は減少傾向

にあり，より堅実な方法論的議論の展開が進

展した。

方法論的議論では，社会契約論，組織の正

統性理論に関する議論が援用されるように

なった。

批判的文献の分野では，企業倫理，会計専

門職の業務，工場閉鎖等を問題としたものが

提示された。

会計領域以外の文献は具体化，多様化し，

環境経済学の文献や，持続可能性を取り扱う

研究が提示され始めた。

今日の環境会計研究に継続的な示唆を与え

るテキストが多く公刊された時期としても特

徴づけられる。

<Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting>
Arlow & Gannon [1982] Mathews [1987] Brooks [1986] Benston [1982a][1982b] Hines [1988]
Belkaoui & Karpik [1989] Mathews & Gordon [1984]* Burke [1984] Benston [1984] Hopper & Powell [1985]
Brooks [1986] Maunders [1984] Gray et al. [1988] Briloff [1984] Hopper et al. [1986]
Burchell et al. [1985] Mirza & Bell [1982] Grimwood & Tomkins [1986] Dalton &Cosier [1982] Hussey [1981]
Burke [1984] Owen & Harte [1984] Lewis et al. [1982] Den Uyl [1984] Kohls [1985]
Cochran & Wood [1984] Pang [1982] Lindblom [1984] Folger & Nutt [1985] Lawrence [1982]
Filos [1985] Perera & Mathews [1990] Mathews [1984] Gambling [1985] Likierman & Creasey [1985]
Geddes [1990] Pound [1980] Mayston [1985] Gambling & Karim [1986] Lindblom [1983]
Gray & Maunders [1980] Purdy [1981] Preston [1981] Gray & Perks [1982] Mathews [1985]
Gul et al. [1984] Rockness [1985]* Roth [1981] Gray [1990] Merino & Neimark [1982]
Guthrie & Mathews [1985] Shane & Spicer [1983]* Tinker [1984] Gray et al. [1988] Parker [1986a][1986b]
Guthrie & Parker [1989a][1989b] Smith & Firth [1986] Tinker & Lowe [1980] Gray [1985] Richardson [1985][1987]
Kelly [1981] Spicer [1980] Tinker et al. [1982] Gray et al. [1984] Richardson & Dowling [1986]
Logsdon [1985] Teoh & Thong [1984] Trotman & Bradley [1981] Grcic [1985] Robinson [1980]
Low et al. [1985] Trotman & Bradley [1981] Wartick & Cochran [1985] Harte & Owen [1987] Schafer & Mathews [1984]
Lyall [1982] Ulmann [1985] Heard & Bolce [1981] UEC [1983]
Mahapatra [1984] Henderson [1984] Webb & Taylor [1980]
Demers & Wayland [1982a][1982b] Schreuder & Ramanathan [1984a][1984b]
<Environmental Accounting> <Environmental Accounting> <Environmental Accounting>
Belkaoui [1983] Patten [1990] Logsdon [1985] Adams [1990a][1990b] Ing [1990]
Bogue & Brown [1982] Roberts [1990] Owen [1990] Benn [1990] Jackson [1990]
Blaza [1990] Rockness [1985]* Blaza [1990] Lester [1990]
Griffith [1990] Shane & Spicer [1983]* Buck [1990] Owen [1990]
Harte & Owen [1990] Zeghal & Ahmed [1990] Carey [1990] Phillips [1990]
Miller [1990] Wiseman [1982] Cowe [1990] UN [1990]
Freedman & Jaggi [1982][1988]* Hackett [1990] Wicks [1990]
Mathews & Gordon [1984]* Filsner & Cooper [1990]

Ⅲ

期

展
開
期

[1991−1995] Advancement (1)

環境会計への関心が，社会会計への関心を
上回るようになった。

実証研究においては，環境情報開示に関す
る研究，環境監査を取り扱う研究が提示され
た。

規範的研究はさほど活発にならず，初期の
社会会計に対する実践に見られたようなモデ
ル開発への機運はそれほど高まらなかった。

アラスカの原油流出事故を事例とした研究
が実施され，方法論的議論にも影響を及ぼし
た。

より複眼的視点を持つテキストが公刊さ
れ，環境会計の教育的側面が重視され始め
た。

<Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting>
Adams et al. [1995]* Mathews [1993] Gray [1995b]* Zadek & Raynard [1995]*
Gray et al. [1995a][1995b]* Parker [1991]
Ness & Mirza [1991] <Environmental Accounting> <Environmental Accounting>
Yamagami & Kokubu [1991] Bebbington [1993] Batley & Tozer [1993] Lehman & Shanahan [1994]

Burritt [1995] Burritt & Gibson [1993] Mathews [1991]
<Environmental Accounting> Christophe & Bebbington [1992] Burritt & Lehman [1995] Mathews & Perera [1995]
Adams et al. [1995]* KPMG [1995] CICA [1992][1993] Cottell [1991] Maunders & Burritt [1991]
Adams & Roberts [1995] Perks et al. [1992] Wildavsky [1994] Fiedler & Lehman [1995] Milne [1991]
Bebbington et al. [1995] Roberts [1991][1992] Gallhofer & Haslam [1995] Mouck [1994]
Deegan et al. [1995] Tilt [1994] Geno [1995] Owen [1994]
Epstein & Freedman [1994] Tozer & Mathews [1994] Gray [1992][1994][1995b]* Power [1991]
Gibson & Guthrie [1995] FEE [1995] Gray & Collison [1991] SMAC [1992]
Gray [1995a] Luther et al. [1992] Gray & Laughlin [1991] Stone [1995]
Gray et al. [1995a][1995b]* Henderson [1991] UN [1992]
Harte & Owen [1991][1992] Hines [1991] Wildavsky [1994]
Freedman & Stagliano [1991] Laughlin & Varangu [1991] Zadek & Raynard [1995]*

Lehman & Owen [1995] Fiedler & Lehman [1995]
[1995−2000] Advancement (2)

実証研究では，任意の非伝統的開示を行う
経営者のインセンティブが議論され，正統性
理論を基礎とした研究が試みられた。

規範的研究や方法論的議論がより統合的に
なり，分類が困難な状況が指摘された。

批判的文献による社会環境会計文献への貢
献が顕著であった。

会計領域以外の文献では，経営学，経済
学，哲学からの文献が見出された。

Adams et al. [1998] Gamble et al. [1995] Birken [1996] ACCA [1997]
Boyce [2000] Herbohn & Herbohn [1999] Boone & Rubenstein [1997] Lockhart [1997]
Brown & Deegan [1998] Kreuze et al. [1996] Elkington [1997][1999] McLean [1995]
Burrit & Welch [1997] Lawrence & Khurana [1997] Gray et al. [1996] Miller [1998]
Cambell [2000] Milne & Chan [1999] Magness [1997] Owen et al. [1997]
Cormier & Magnan [1997] Neu et al. [1998] Mathews [1997b] Shields & Boer [1997]
Deegan & Gordon [1996] Solomon [2000] Schaltegger et al. [1996]
Deegan & Rankin [1996] Williams [1999]
Deegan & Rankin [1999] Williams & Pei [1999]
Deegan et al. [1996] Walden & Schwartz [1997]
Deegan et al. [2000] Wilmchurst & Frost [2000]
Fekrat et al. [1996] Wycherley [1997]
Frost & Wilmshurst [1996]

表１ 環境会計の
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ARTICLES and DISCIPLINES
Radical/Critical Literature Non−accounting Literature Textbooks, monographs and teaching programmes Regulatory Frameworks Other Reviews of the Literature

During this period, the material
contained in the section headed
“Normative statements” would have
been regarded as radical literature.

Mathews [1997:516]

Bowen [1953] Abt [1977] ASSC [1975]

None known for this period, other
than those given as part of litera-
ture reviews in individual papers.

Mathews [1997:517]

Churchman [1971] Estes [1976] AAA [1975]
Dasgupta & Pearce [1972] Frankel [1978] AICPA [1973]
Davis [1973][1976] Gambling [1974] HMSO [1977]
Eberstadt [1973] Heald [1970]
Fitch [1976] Johnson [1979]
French [1979] Livingstone & Gunn [1974]
Friedman [1962]
Mishan [1972][1975]
Parlet & Eilbirt [1975]
Prakash [1975]
Prest & Turvey [1965]
Preston & Post [1975]
Schumacher [1973]
Shocker & Sethi [1974]
Siebert & Antal [1979]

<Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting>
Cooper & Sherer [1984] Donaldson [1982] Blundell & Booth [1988] UEC [1983] Gray et al. [1987]*
Laughlin & Puxty [1986] Bremser et al. [1983]
Lehman [1987] Gray et al. [1987]*
Puxty [1986] ＜Environmental Accounting> Mathews [1984] ＜Environmental Accounting> ＜Environmental Accounting>
Tinker [1985]* Elkington [1990] Parker et al. [1989] CERCLA [1980] Gray et al. [1987]*

Pearce et al. [1989] Tinker (Ed.) [1984] CICA [1990]
<Environmental Accounting> WCED [1987] Tinker [1984] SARA [1986]
Tinker [1985]*

<Environmental Accounting>
Gray [1990]
Gray et al. [1987]*

<Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting> <Social Accounting>
Puxty [1991] Vyakarnam [1992]* Bebbington [1995]* Perks [1993] AARF [1992] Gray et al. [1995a] [1995b]*
Tinker et al. [1991] Gray et al. [1994]* Puxty et al. [1994] Mathews [1994b]*

<Environmental Accounting> Lewis et al. [1992] <Environmental Accounting>
<Environmental Accounting> Bhat [1992] Roy & Whelan [1992] Owen et al. [1994] Andersen [1994] <Environmental Accounting>
Gallhofer & Haslam [1995] Constanza [1992] Sheate [1992] Mathews [1993][1994a] Ball & Bell [1994] Gray et al. [1995a] [1995b]*
Maunders & Burritt [1991] Einsmann [1992] Shimell [1991] Mathews & Perera [1995] Bates [1992] Mathews [1994b]*

Hindle et al. [1993] Tuppen [1993] CICA [1992]
Kahane [1992] Vyakarnam [1992]* <Environmental Accounting> Collier et al. [1993]
Poff [1994] Welford [1994] Bebbington [1995]* Field et al. [1994]
Azzone & Bertele [1994] Gray et al. [1994]* Milne [1992]
Coopers & Lybrand [1995] Gray et al. [1993] Specht & Buhr [1994]
Elkington & Jennings [1991] Macve & Carey [1992]
Hutchinson [1992a][1992b] Owen (Ed.) [1992]
Johnstone (Ed.) [1995] Owen [1995]
Macgillivray & Zadek [1995] Owen et al. [1994]
van Engelshoven [1991] Rubenstein [1994]
Vizayakumar & Mohapatra [1991]

Everett & Neu [2000] Bruke & Logsdon [1996] Elkington [1997] Abdolmohammadi et al. [1997]

The author is not aware of any
other comprehensive reviews of the
literature covering this period,
other than those making up the lit-
erature review as a part of other re-
search.

Mathews [2000:37]

Gibson [1996] di Norcia [1996] Epstein [1996c] Beets & Souther [1999]
Lehman [1995][1996][1999] Myers & Kent [1998] Grinnell & Hunt [2000] Hethcox et al. [1998a][1998b]
Milne [1996b] Gordon [1998] Hochman [1998]
Wambsganss & Sanford [1996] Gray et al. [1996] Miller & Stanko [1997]

Sefcek et al. [1997] Rezaee et al. [1995]
Steadman et al. [1995]
Stevens [1996]
Wilmshurst & Frost [1998]
Gamble et al. [1995]

時系列分析

Mathews [1997] [2000]，國部他[2009]より作成。
＊Social Accounting/Environmental Accounting に重複しているもの。
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では，企業の社会的責任に関する開示と収益の

増加との関係を積極的に分析した Bowman &

Haire（１９７５）の研究が特に注目される。しかし

ながら，根本的な開示理由に関する研究は進展

せず，その理論的基礎は明確にされていなかっ

た。この時期の実証研究は，代表的な論攷であ

る Ernst & Ernst（１９７８）のように，従業員や製

品に関する社会的情報開示の有無をイエス・

ノーで回答するものが多数を占め，それは同時

に主に叙述形式によるものが多かった。

実証研究に次いで「規範的研究」や「方法論的

議論」が，この時期には幾分少数ではあるが刊

行されている。Mathews は，規範的研究とし

て，Dierkes & Preston（１９７７）, Dilley & Wey-

gandt（１９７３）, Estes（１９７２）, Linowes（１９７２）, Ra-

manathan（１９７６）, Ullmann（１９７６）等の論攷に大

きく着眼している。規範的研究は実証研究に比

べて少数であったが，「外部性」（externalities）

の測定，評価，開示を中心的関心領域として設

定していたという共通点を持っていた。また，

環境保護を論点とするものが主流であったこと

も，この時期の規範的研究の特徴として捉える

ことが可能である。さらに Mathews は，規範

的研究における各論攷の整理分類を試みてお

り，それらを「伝統的財務会計の修正（modify）

による財務数値を用いたアプローチ」と「新たな

測定手法を開発する非財務数値によるアプロー

チ」の二類型に大別できることを指摘してい

る。特に前者では Linowes（１９７２），後者では後

述の Ullmann（１９７６）を代表的な論攷として明

示することができると述べている。

第�期では「批判的文献」が明示されていない

が，そもそも１９７０年代は非伝統的開示や社会

指向開示を対象とする研究者たちが会計学にお

ける急進的かつ批判的研究者とみなされていた

時期でもあり，Estes（１９７２）や Linowes（１９７２）

のように歴史的財務会計を修正する立場を

Mathews は「規範的研究」に分類している。と

はいえ，その後，彼らの論攷はその急進的な姿

勢により幾つかの批判に晒されることとなった

ことも確かである。

この時期の「会計領域以外の文献」では，会計

学の役割の拡張を意図していた研究者たちに

よって，かつて企業の社会的責任を論じた

Bowen（１９５３），Friedman（１９６２）から引き継い

だ問題意識やその影響について概説されたもの

が顕著であった。「テキスト」については，Abt

や Estes らの試験的な論攷が分類されている

が，この時期の論攷が全体的に応答性を欠いて

いたためか，今日の環境会計の課題の一つとし

て直面している基礎教育の立ち後れを既にこの

頃から想起させるほど僅少な状況であった。

以下に第�期の代表的な論攷について概観展

望するものとする。

Linowes は，会計士の立場から「社会経済活動

報告書（Socio-economic Operating Statement）」

を提示し，Mobley（１９７０）によってその先駆性

が評価されていた。Linowes は，社会科学領域

への会計の適用を意図し，従来「社会会計」等の

用語で議論されてきた領域を「社会経済会計」

（Socio-economic Accounting）と名付け，自身

が構想する会計機能の提示を試みた１０）。特に Li-

nowes（１９７２）は「社会経済活動報告書」の提唱に

おいて，「人間との関係」，「環境との関係」，

「製品との関係」の各分野について，「改善」を示

す「営利目的以外の社会的戦略のために支出さ

れたコスト」から，「損害」を示す「遂行すべきで

あったにもかかわらず，実施しなかった社会的

戦略のために費消さるべきであったコスト（機

会損失）」を控除して算出された「社会貢献額」の

算定をその目的とした。この提案は，社会的責

任を果たしている会社がより優れた業績をあげ

たように見せる利点を持つが，後の研究者らに

よって否定的に論じられたように，「損害」項目

を決定づける際の主観性の介入に課題が残って

いた。そして何より，Linowes の提案は，企業

の貢献度を改善のためのコストの多寡によって

評価するため，同一の改善効果を低いコスト

１０）Linowes（［１９６８］, p.３７）。
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（高能率）で達成した企業が低い評価を受けると

いう根本的な欠陥を抱えていた１１）。

Dilley & Weygandt（１９７３）は，社会関連活動

に関わる費用及び支出の算定に伴い，財務的測

定に専心した資金フロー計算書を提示した。

Mathews は，Dilley & Weygandt の実践が Li-

nowes に比べ適用可能な側面があると評価す

るが，社会に対する将来コストやベネフィット

が評価されていない点や環境問題が他の領域と

区別されていないことなどを課題として指摘し

ている。

Estes（１９７６）は，組織が環境へ及ぼした影響

に関する体系的なモデル構築を試みた。Estes

の着想は，あまり現実的ではなく，歴史的財務

会計を拡大解釈（stretch）したものと論じられ

た。彼は，現行の損益計算書から導出される数

値を用いた社会的インパクト計算書（Social Im-

pact Statement）により，恣意的な評価への偏

重を乗り越えようとしたが，アウトプットとイ

ンプットとの関連性が不明確であるとされ，包

括的なモデル構築の試みがかえって欠陥を顕著

にさせた側面も否定できない。

これら一連の構想は，根幹にある財務的計量

化への依存とともに多くの批判に晒されること

となった。Mobley（１９７０）は，Linowes を中心

とした社会経済会計の提案における根本的な概

念の混乱を論じた。Churchill（１９７７）は，恣意

的な評価への言及のみならず，社会的コスト・

ベネフィットを貨幣評価する主張そのものが拙

速であるとした。また，Gray et al.（１９８７）（１９９６）

は，Linowes の 構 想 に 省 察 を 試 み た Estes

（１９７６）や Abt（１９７７）についても，その野心的な

試みがその後の研究を閉塞的にさせたとして否

定的に言及している１２）。

一方，前述のように，非財務数値を用いた研

究を実施した Ullmann（１９７６）は，自然環境に

関わる経済的影響のマネジメント・ツールとし

ての貢献が期待された企業環境会計システム

（Corporate Environmental Accounting System:

CEAS）を提唱した。Mathews は，環境報告を

目的とした試みに非財務数値が使用された点を

強調し，Linowes（１９７２）とは対照的に，歴史的

財務会計の修正から脱却した論攷として彼を評

価した。また，Dierkes & Preston（１９７７）は，

企業と社会との相互関係を扱う会計報告手続の

開発を試みており，Estes が志向した体系的フ

レームワークの必要性を主張したが，「外部性」

に関するいかなる問題をも財務数値で表示する

という彼の提案の拙速性を批判的に論じ，むし

ろ記述（description）や非財務数値による開示の

精緻化を促すモデルを提唱した。

また，Ramanathan（１９７６）は，具体的な計算

体系を見出さなかったものの，概念研究を牽引

した研究者であった。社会契約（social con-

tract）の概念を基礎とし，自然環境を含む社会

会計の目的と概念を提示した Ramanathan

は，企業の負の外部性の測定値を社会的オー

バーヘッド（social overheads）と，正の外部性

の測定値を社会的リターン（social return）と定

義している１３）。これに対し Burton（１９７７）は，Ra-

manathan（１９７６）の研究が，多くの社会会計論

者と同様，「外部性」及び「社会環境資源」（socio-

environmental resource）を primitiveに使用し，

用語の使用が無批判の前提として用いられたこ

とを否定的に論じ，再定義を見出すことで省察

を試みた。なお Burton（１９７７）は，自身を含む

同時代の研究者１４）の多くが，職業会計士による

社会会計への積極的な参加に賛同するのに対

し，Ramanathan が職業会計士のマクロレベル

での貢献に消極的であると考えられることか

ら，互いの立場の相違を明示した。Tipgos

（１９７７）は，Ramanathan の論攷において社会契

約が理論的基礎とされることの妥当性を検討し

１１）Gray et al.（［１９８７］, pp.１７４-１７６）, 日本社会関連
会計学会編（１９９１）を参照した。

１２）Gray et al.（［１９８７］, p.１８２）, Gray et al.（［１９９６］,
pp.１３９-１４０）。

１３）Ramanathan（［１９７６］, p.５２７）。
１４）Estes（１９７２），Mobley（１９７０）らが代表的論攷と

して提示可能である。
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た上で，評価メカニズムの視点の必要性を主張

した。

黎明期における批判はその先駆性と表裏一体

であり，今日に繋がる環境会計の構想に十分な

示唆を与えるものであった。しかしながら，批

判の対象として取り上げられた研究の実践は，

環境会計における効果（ベネフィット）の測定手

法に通じる研究として，後の環境会計研究の基

調を作り出したとも考えられ，その影響力は継

続している１５）。

２．第�期（発展期：１９８１－１９９０）
Mathews は，SEAL を第�期まで「社会環境

会計」（Social and Environmental Accounting）

という枠組みで論じてきたが，第�期では

SEAL の論攷群を「社会会計」（Social Account-

ing）と「環境会計」（Environmental Accounting）

に２分類している。これは第�期の社会環境会

計における環境への関心の高まりが環境会計の

自律性を強化し，両者を区分することが可能と

なったものである。このことから第�期を環境

会計の「発展期」として解釈することが可能であ

ろう。この時期には１９７０年代における米国を

中心とした社会環境会計への関心は次第に薄

れ，AOS における論攷も減少傾向となった。

Mathews（１９９７）による概括と解説によれ

ば，第�期は議論が専門的な方向へ進展するに

つれ，かつて中心であった社会的側面を強調し

た研究は環境被害を減少させる手段と捉えら

れ，やがて本来の役割が強調されなくなり，結

果的にこの領域の研究は縮小したと考えられて

いる（図２参照）。社会的側面の減少傾向は規範

的研究においても同様であり，環境問題以外を

焦点化するモデル構築に着手した研究構想は次

第に減少した。また，外部性及び内部化を取り

扱う研究における目覚ましい進展は殆どないこ

とも Mathews によって指摘されている。実証

研究は叙述形式から離れ，分析的なものが台頭

しつつあったが，開示の動機づけは遅々として

進まなかった。その一方で，環境会計のテキス

トと位置づけられる論攷が顕著になり，多様な

実践のサーベイ，国際比較，将来の展望が包括

的に分析され，過去の議論に関する評価及び批

判が開始され始めた。

実証研究は，方向性の多様化及び高度化の時

期が到来したが，情報開示の動機が活発に言及

されるには至らず，組織の正統性１６）（organiza-

tional legitimacy）に関する議論が限定的に開始

されたに過ぎなかった（Guthrie & Parker１９８９

a）。第�期と同様，規範的言及や理論的基礎が

欠如したまま，単に開示の状況がリストされた

ことや，情報の精度や客観性に関する議論が批

判の対象となっていた１７）（Wiseman１９８２, Rock-

ness １９８５）。後に，企業の社会的責任と財務業

績の関係を調査した Aupperle & Van Pham

（１９８９）は，この領域が，多様な研究者の価値志

向に部分的に抑制される価値負荷的（value

laden）領域であることや，理論や定義が不十分

であるために研究結果が一貫性を欠くと分析

し，そのため研究方法の前進が制限されている

ことを強調した。しかし，彼らは，これらの課

１５）向山（［２００３］, p.１４）。

１６）Dowling & Pfeffer（１９７５）は，「組織は，その活
動に関連した，又は示唆された社会的価値（so-
cial values）と，組織を包摂する広範囲な社会的
システムにおいて容認可能な行動規範との間に
調和（congruence）を確立することを求めてい
る。これら二つの価値システムが調和する限
り，我々は組織の正統性（organizational legiti-
macy）に言及することができる。これら二つの
価値システムに，実際に又は潜在的に不均衡

（disparity）が存在する場合，組織の正統性への
脅威が存在する」（p.１２２）と述べている。した
がって，組織活動による社会的価値と，社会的
システムで容認された行動規範とが調和してい
る場合に，組織の正統性が確立されると考えら
れる。こうした観点から，環境情報開示は組織
の正統性を確保する手段の一つとなりうると解
釈される（國部［１９９３］, pp.３２６-３２７）。

１７）Wiseman は，特に「不正確であり，利己的（self-
serving）なものに過ぎない」（p.５４）ものとして，
批判の方向性を測定以外の側面にも向けてい
る。
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題が当該領域の萌芽性に起因するものであり，

問題点の存在が，同時に研究継続の強力な動機

づけであることも認めており，決して否定的側

面のみに偏向した議論が提示されたものではな

かった。

規範的研究１８）では，第�期のようなモデル構

築の試論は減少していったが，Mathews はこの

領域の主要な開拓者として，Brooks（１９８６）,

Burke（１９８４）, Mathews（１９８４）, Logsdon（１９８５）,

Wartick & Cochran（１９８５）の研究を取り上げて

いる。Burke（１９８４）及び Brooks（１９８６）はカナダ

を事例地域とする研究者であり，Burke（１９８４）

は詳細な社会会計情報システム（SocialAccount-

ing InformationSystem : SAIS）を提示し，Brooks

（１９８６）は社会開示に関する実証研究を展開し

た。このため，２人の論攷は企業社会業績フ

レームワーク（Corporate Social Performance

Framework）の構築を推進した業績であると解

釈されている。また，Mathews（１９８４）は，総

インパクト会計（Total Impact Accounting）か

ら社会責任会計（Social Responsibility Account-

ing）が自立していく構図を明らかにした。この

時期の彼の議論は，社会会計から環境会計が独

立する説明に繋がる重要な提案・構想であっ

た。Logsdon（１９８５）は，社会問題に伴う特定組

織の反応を予測するモデルを提案し，Wartick

& Cochran（１９８５）は，同時期に企業社会業績モ

デル（Corporate Social Performance Model）の

開発を試みている１９）。

方法論的議論２０）の分野では，従来，想定され

ていなかった利用者に資する会計開示の開発を

正当化（justify）するために，社会契約及び組織

の正統性の概念を援用（borrow）する多くの試

み が 開 始され た（Donaldson１９８２, Richardson

１９８５, １９８７, Richardson & Dowling １９８６）。ま

た，社会環境会計への職業会計士の関与の問題

を中心とした論争が生じていた（Benston１９８２

a,１９８２b,１９８４, Schreuder & Ramanathan１９８４a,

１９８４b）。

Benston（１９８２a）は，企業社会会計報告（CS

AR）の理論的根拠と方法を主要な研究対象に設

定し，アカウンタビリティの課題や，外部性の

認識及びコントロールに対して CSAR が有用

に作用するか否かを検討した。Benston は，社

会責任会計を開示する動機が「株主に対する配

慮」と仮定するならば，その内容を一般大衆が

利用する報告書に含める理由がないと論じてい

く。Benston の議論の中心は，企業における株

主以外の社会集団のニーズに対する責任の有無

であり，また，その責任がないとした場合のアカ

ウンタビリティの理論的位置づけであった。最

後に彼は，社会責任会計が主観に依存する領域

であることから，「職業会計士の社会的責任

は，社会責任会計への関与を差し控えることで

最良に表現される」（p.１０２）と結論づけた。

しかしながらSchreuder & Ramanathan（１９８４a）

は，この研究の論理的な無効性を主張し，規範

的視野が狭小であると断じたのである。このこ

とについて Benston（１９８４）は，彼らの言及は議

論を曲解したものであり，Benston（１９８２a）の

結論に対する反論を避け，「職業会計士は問題

解決の探求を継続すべき」（p.４１４）と論じるに留

まることを主張した。そして Benston（１９８４）は

結論を再掲し，改めて自身の主張が規範的観点

１８）なお，個々の研究が進展したこの「発展期」にお
いては，規範的研究，方法論的議論，批判的文
献が複眼的に考察されることが多く，分類には
多くの主観が存在することが Mathews（１９９７）
においても指摘されている。このため，特定の
提案や具体的なモデル構築を推進した研究か否
かが規範的研究に分類される主要な判断材料と
されたと考えられる。

１９）規範的研究においては環境問題の進展が強調さ
れているが，Mathews（１９９７）において着目・強
調されている論攷は，社会会計を取り扱うもの
が多く，彼が社会的側面を取り扱う論攷を重視
することの証左となるものと推察される。

２０）第�期では，規範的研究又は批判的文献に含ま
れないものが方法論的議論として分類されると
考えられる。
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に基づくことを強調した。また，Dierkes & An-

tal（１９８５）が，利用者の情報ニーズの重要性を

論じ，不十分ではありながらも意思決定有用性

の観点から社会会計の再動機づけを試みたこと

は，方法論的議論の重要な貢献の一つであると

考えられる２１）。

批判的文献もまた，企業倫理，会計専門職の

業務，工場閉鎖等を問題としたものを中心に漸

進 し た。こ れ ら の 研 究 は，数 年 後 の CPA

（１９９０）, Advances in Public Interest Accounting

（APIA,１９８６）等の学術誌の発刊を予感させる

ものでもあった。

また，第�期における会計領域以外の文献で

は，例えば（１）非伝統的かつ社会指向（socially-

oriented）の会計の理念的正当化（philosophical

justification）を試みるもの（Donaldson １９８２），

（２）環境，エコロジー，持続可能性領域におけ

る研究（Elkington１９９０），（３）環境経済学から

の貢献（Pearce et al. １９８９）等が主要な論文課題

として参照可能であり，環境問題の学際性がよ

り提示された時期でもあった。さらにテキスト

では，今日の環境会計研究に重要な研究資源を

提出する Gray et al.（１９８７）が「企業社会報告」２２）

を 定 義 し た ほ か，Parker et al.（１９８９）, Gray

（１９９０）が，社会環境会計研究の入門書として適

切な導入の役割を果たし，環境会計に関する教

育の必要性も議論の対象となりつつあった。な

お，法制度規制の分野では，一般的にスーパー

ファンド法と呼ばれる１９８０年の「包括的環境対

策補償責任法」（Comprehensive Environmental

Response Compensation and Liability Act:CER-

CLA）,１９８６年の「スーパーファンド法修正・再

授権法」（Superfund Amendment and Reauthori-

zation Act of １９８６：SARA）といった規制が相

次いで成立し，「環境監査」と呼ばれる新領域の

成立と進展の背景となったものと考えられてい

る。

第�期の最も顕著な特徴は，前述したように

社会会計と環境会計の分離である。この分類は

次の第�期の前半まで続く。ただし研究論攷の

中には複眼的な視点が内在していることから明

確に分類することが困難であるため，社会環境

と環境会計の双方に帰属している論攷も散見さ

れる（表１参照）。

３．第�期（展開期（１）：１９９１－１９９５）
１９９０年代になると環境会計への関心が社会

会計を上回り，Gray et al.（１９９５a）（１９９５b）を除

き，環境会計が諸論攷の多くを占めるように

なった（図３参照）。Gray et al.（１９９３）は，環境

会計を，企業の環境対応に影響を受ける会計の

全ての領域を包含するものと説明した２３）。しか

しながら，環境会計への関心の高まりに比して

規範的研究は相対的に僅少となり，環境会計の

方法論的議論が増加し，１９７０年代に提唱され

た包括的モデル構築の試みが環境会計への関心

の高まりによって復興することはなかったと考

えられる。このため，この時期は当該領域の細

分化が最も進んだ時期として環境会計の「展開

期」と捉えることが可能である。

実証研究では，Adams & Roberts（１９９５）, Blaza

（１９９２）, Deegan et al.（１９９５）, Gibson & Guthrie

（１９９５）, Harte & Owen（１９９１）（１９９２）, Roberts

（１９９１）（１９９２）が代表的であり，特に分析対象を

環境監査へ拡張する論攷も看取されるように

なった（Tozer & Mathews１９９４）。規範的研究

においては，Bilan Social に関する研究（Beb-

bington１９９３, Christophe & Bebbington１９９２）

が新たな研究成果として提示されている。一方

で Mathews は，環境会計への関心の増加は，

社会会計のモデル構築への関心の欠如と対比し
２１）Dierkes & Antal（１９８５）の議論は Gray et al.（１９９６）

に詳しい。
２２）「組織の経済活動の社会的および環境的影響を

社会内部の特定の利害関係者集団および社会全
体 に 対 し て 伝 達 す る プ ロ セ ス」（Gray et al.

［１９８７］, p.ix.）と定義された。

２３）Gray et al.（［１９９３］, p.６）。
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て論じられるべきであると主張し，社会会計の

重 要 性 を 重 ね て 論 じ て い る。ま た，Gray

（１９９２）は持続可能性と会計との実践的連繋を主

唱した。

方法論的議論の多くは，既に言及された課題

を深化・前進させたものであり，Fiedler&Lehman

（１９９５）, Owen（１９９４）のように環境会計の議論

を進展させる文献が主であった。また，この分野

でも，持続可能性（Batley & Tozer１９９３, Geno

１９９５），環境監査（Gray & Collison １９９１，Tozer

& Mathews１９９４）への言及が看取され，より発

展的には Stone（１９９５）が持続可能な発展（sus-

tainable development）の視点から管理会計の

役割を論じ，Zadek & Reynard（１９９５）によって

社会監査（Social Audit）の再評価が試みられ

た。これらの新たな学術的視点は，次第に SEAL

においてその重要性を顕示するようになってい

た。

また，Patten（１９９２）は，１９８９年にアラスカ

で発生したエクソン・バルディーズ号の原油流

出事故が，エクソン社を除く石油企業の年次報

告書の環境開示へもたらす影響について調査を

行った２４）。環境開示が企業の社会的正統性の主

張に有用か否かを明らかにしようとした Pat-

ten は，社会開示の論拠として正統性理論（le-

gitimacy theory）を提示・支持しており，組織

の正統性を研究対象とするその後の多くの研究

に引き継がれた。

批判的文献に分類されるものは，Puxty

（１９９１）, Tinker et al.（１９９１）があるが，方法論的

議論に分類された Parker（１９９１）や，テキスト

に分類された Puxty et al.（１９９４）等も批判的文

献の特質を併存させていると考えられる。特に

Maunders & Burritt（１９９１）は，この領域に一連

の議論を踏襲した論攷と考えられている。環境

監査への批判的観点を提示した Gallhofer &

Haslam（１９９５）も同様に，批判的視点を持つ文

献の新たな潮流の一つであった。

会計領域以外の文献では，特に環境マネジメント

システム（Environmental Management Systems:

EMS）の開発が着手され，総合的品質管理（To-

tal Quality Management : TQM）の一部として

のシステム開発プロセスが，Elkington & Jen-

nings（１９９１）によって概説されている。さらに

Azzone & Bertele（１９９４）, Bhat（１９９２），Hutchin-

son（１９９２a）, Tuppen（１９９３）は，企業と環境との

関係を経営戦略の観点から分析した論攷として

提示された。

Mathews（１９９３）, Owen（１９９２）, Perks（１９９３）,

Mathews & Perera（１９９５）は，社会と会計との

視点を重視する複眼的視点を有するテキストを

公刊している。こうした教育面における業績

は，Owen et al.（１９９４）のように，大学における

社会環境会計教育の状況分析への動機を転じさ

せる契機となった。Mathews（１９９７）も 同 様

に，教育プログラムやカリキュラムの重要性を

論じ，長期的な調査及び分析の必要性を主張し

ている。

法制度規制に関する論攷には顕著な動向はな

かったが，スーパーファンド法等の環境法を背

景とし，米国やカナダの専門職主体によって，

環境に関わる会計及び監査に対する継続的かつ

実践的な取り組みが重視され，急速な進展の兆

しが見られ始めていた。

以 上 の よ う に，Mathews（１９９７）は，SEAL

を通時的に分析した先駆的研究者の一人であっ

た。彼は SEAL の状況を精査し，SEAL がメ

インストリームの会計学界に受け入れられ難い

と思われる理由を以下の５点に整理考察した。

第１に，規範的・演繹的パラダイム（normative

/deductive paradigm）のように，実証的な検証

が困難なモデル構築の研究が関心の中心ではな

かったこと，第２に，実証研究における方法論

が未発達であり，研究成果の信頼可能性が疑問

視された状況があったこと，第３に，いかなる

２４）Preston & Post［１９７５］Private Management and
Public Policy における正統性理論によれば，社
会開示（social disclosures）は，企業に関わる一
般大衆の認識の変化への対応手段であるとみな
される（Patten［１９９２］, p.４７１）。
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内容が報告書に記載されているかという議論が

主流の学術雑誌の方向性とは異なっていたこ

と，第 ４ に，実証研究の多くが学術雑誌にお

ける科学的パラダイムに適合しづらい状況が

あったこと，そして第５に，職業会計士が社会

環境会計研究の現状に消極的であったためであ

ると総括した。

しかしながら，Mathews は，会計研究の場

では消極的な議論が展開されながらも実際には

企業が環境報告書等の開示を積極的に実施して

いるという事実を重視し，社会や環境に会計が

関わる領域を拡張すべきであると主張した。こ

のため，Mathews は，環境会計の将来の方向

性として，（１）開示の現状を調査する実証研究

の継続，（２）社会会計における関心の復興，

（３）実務で社会環境情報開示が実施されること

への社会契約及び組織の正統性理論等による解

明，（４）規範的，方法論的研究の復興，（５）教

育及び実務に連繋する研究の進展，（６）他領域

からの貢献の認識，（７）他の専門職集団との連

繋の７項目に整理し，SEAL における２５年間

の検討を集約させた。

とはいえ Mathews は，１９９５年までの論攷を

対象とした自身の分類（１９９７）が，将来の環境会

計の史的分類にとっては不十分であり，新たな

カテゴリーを付加させる必要性に，既にこの時

期の作業を通して気がついていたようである。

実際１９９６年以降は，従来の分類項目を増設

し，より精緻な論攷の解題を試みている。

４．第�期（展開期（２）：１９９５－２０００）
Mathews（２０００）は，それまでの分類（１９９７）

で用いた項目に加えて，「原価計算・管理会計

（Environmental Aspects of Cost /Management

Accounting : EACMA）」，「環境監査（Environ-

mental Audit）」，「社 会 監 査（Social Audit）」，

「持続可能性（Sustainability）」の４分野を追加

した（表２参照）。この時期は，環境会計を取り

巻く状況の多様化，関心領域の個別化・具体化

が進んだと考えられている（図４参照）。それに

呼応して既存のカテゴリーに含まれない分野が

出現したことは，社会・環境との関係を対象と

する領域としては，確かに至極自然な動向で

あったと解釈することもできる。一方で

Mathews（２０００）は，この時期の論攷が社会会

計／環境会計の二分法で厳密に分類することが

困難な状況になったことを明示し，第�期や第

�期（１）で行った SEAL の細分化を行っていな

い。とはいえ，彼は内容的には社会会計に該当

する論攷が相対的に僅少であることを言及して

もいる２５）。いずれにせよ，この時期は企業と社

会及び企業と環境との関わりが複層化した時期

でもあり，それに伴い環境会計がさらなる多角

２５）Mathews（［２０００］, p.３９）。

PERIOD DESCRIPTION
ADDED NEW CATEGORIES

(1) EACMA＊ (2) Environmental Audit (3) Social Audit (4) Sustainability

Ⅲ

期（
２
）

展
開
期

[1995−2000] Advancement (2)

原価計算・管理会計では，ライフ
サイクルアセスメント，フルコスト
会計等の計算手法が注目された。

環境監査は，1990 年代から注目
を集めた分野であり，特に EU によ
る EMAS の成立が文献に影響を与
えた。

社会監査は以前から議論がされて
きたが，この時期に環境問題のみな
らず広範囲に社会の視点を取り扱う
ものとして分類された。

持続可能性の分野では，持続可能
性を達成するための企業戦略が論じ
られ，企業方針に組み込まれること
の重要性が議論された。

Bailey & Soyka [1996] Black [1998] Adams & Harte [2000] Bebbington & Tan [1996][1997]
Carrera & Iannuzzi [1998] Dittenhofer [1995] Defeo & Falk [1998] Birkin & Woodward [1997]
Corrigan [1998] Hilary [1995] M.Freedman [1998b] Hart [1997]
Epstein [1996a][1996b][1996c] Longford [1995] Gray [1998] Lamberton [1998]
Freedman [1998] Maltby [1995] Lee [1998] Magretta [1997]
Larson & Brown [1997] Power [1997] Roberts [1998]
Lawrence & Cerf [1995] Tucker & Kasper [1998] Shaoul [1998]
Milne [1996a] Sutton & Arnold [1998]
Parker [1997]
Ranganathan & Dits [1996]
Roth & Keller [1997]

表２ 環境会計の「新たな領域」（１９９５－２０００）

Mathews [2000] ,國部他[2009]より作成。
＊Environmental Aspects of Cost/Management Accounting
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化を進めた「展開期」として引き続き理解するこ

とが可能である。

かつて Mathews（１９９７）が言及した課題の１

つに「定義」の問題があった。この時期において

も，Bennett & James（Eds.）（１９９８）が指摘した

ように，「環境会計」という用語に研究者間での

一致がみられない状況は続き，むしろその不一

致は顕著となる傾向が散見され，混乱の解消を

意図した予防的議論が提示されるようになっ

た。Bennett & James（Eds.）は，環境会計が包

含する広範なコンテキストを，（１）国民所得会

計，（２）財務会計，（３）管理会計に３分類し

た２６）。Gray et al.（１９９６）は「社会会計」２７）という

用語を用いた包括的な解釈を試みている。

Mathews（２０００）は，３年前の自身の論攷（Mathews

１９９７）と同様，個々の研究者が提示した個別の

定義を紹介はするものの，引き続き彼自身の定

義は導出されていない。このような慎重姿勢

は，むしろ個々の研究射程が異なることを積極

的に理解している証左でもあり，新たな定義や

概念の下に当該領域の範囲を限定することの危

険性を予見するものと考えることができる２８）。

２６）Bennett & James（Eds.）（［１９９８］, p.７５）。

２７）「もっと特定化してみれば，社会会計とは，次
に挙げる幾つかの項目の組み合わせについての
ことである。（a）多様な事柄に対する会計（すな
わち経済事象に限定された会計以外），（b）多様
なメディアによる会計（すなわち財務単位に限
定された会計以外），（c）多様な個人または団体
に対する会計（すなわち必ずしも資本の提供者
のためだけの会計ではない），（d）多様な目的
に対する会計（すなわち成功が財務的あるいは
キャッシュ・フローという尺度のみで判断され
る意思決定を可能にするためだけの会計では必
ずしもない）」（Gray et al.［１９９６］, 訳文は山上監
訳 pp.５-１３を引用）。Gray et al.は，伝統的な会
計について，より広範で豊かな「社会会計」の中
の一つの特定の形態であると論じた。

２８）Gray（［２００２］, p.６９２）においても，拙速な定義設
定よりも，むしろ多数の論攷から諸要素を抽出
することで定義を浮揚させることが適切である
と論じられている。

図４ Mathews 第�期（２）
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（１）従来の分類

１９９０年代後半からの実証研究における研究

者の関心をほぼ埋め尽くしたのは，環境開示の

分析であった。ここではこの時期における実証

研究の代表的な研究として，Gamble et al.

（１９９５）, Kreuze et al.（１９９６）, Frost & Wilmsh-

urst（１９９６）, Fekrat et al.（１９９６）, Deegan & Gor-

don（１９９６）, Deegan & Rankin（１９９６）, Deegan et

al.（１９９６）, Frost & Wilmshurst（１９９６）, Walden

& Schwartz（１９９７）, Lawrence & Khurana

（１９９７）, Wycherley（１９９７）, Burritt & Welch

（１９９７）, Neu et al.（１９９８）, Deegan & Rankin

（１９９９）, Milne & Chan（１９９９）, Williams & Pei

（１９９９）, Deegan et al.（２０００）の１７論攷について

以下に概観する。

Gamble et al.（１９９５）は，１９８６年 か ら１９９１年

までの期間に１２業種，２３４社が公表した年次

報告書における環境開示の内容を対象として調

査分析を行った。彼らの主要な貢献は，１９８９

年から１９９１年までの年次報告書における石油

精製業，廃棄物管理といった特定産業における

環境開示の増加を見出したことであった。しか

し同時に，全体の開示の質が決して高くはない

ことも明らかとなり，規制当局による指針

（guidance）の欠如が指摘された。

Kreuze et al.（１９９６）の調査は，フォーチュン

５００企業６４５社の年次報告書における環境開示

の動向を精査詳述したものである。彼は多くの

企業が環境理念及び方針（Environmental Phi-

losophy or Policies）への情報を提示せず，調査

企業の７３％ が環境問題を強調した議論を含ん

でいないことを明らかにした。

Frost & Wilmshurst（１９９６）は，１９９４－１９９５

年のオーストラリア証券取引所に上場する企業

の CFO を対象として調査分析を試みた。ここ

では環境問題への職業会計士の関与が考察さ

れ，それが職業会計士の役割の範疇を超えると

した回答は３９％ であることが明らかにされ

た。さらに，年次報告書における環境情報の開

示の義務化に反対する回答は４６％ という結果

が提示された。この一連の結果は，当然のこと

ながら環境情報の開示に賛同する研究者の落胆

を呼ぶものであった２９）。同年，Fekrat et al.

（１９９６）は，社会一般へのベネフィット（bene-

fit）よりも，むしろ資本市場のニーズの観点か

ら環境会計を解明することを主唱し，その着眼

点や姿勢は Mathews（２０００）によって高い評価

を受けた。

１９９６年は Deegan を中心としたオーストラ

リアの実証的な環境会計研究が開花した時期で

もあった。Deegan & Gordon（１９９６）は，オース

トラリア企業の１９９１年の年次報告書に自己賞

賛的な（self-laudatory）単語が平均１８６語も含

まれていることを明らかにし，環境ロビイング

団体の影響を検証することを試みた。その調査

過程で彼らは，企業にとって好ましくない情報

（bad news）を蔽遮する傾向にあったことを明

ら か に し て い る。ま た，Deegan & Rankin

（１９９６）は，Australian Environmental Protection

Authority から有罪として起訴された企業が作

成した環境開示情報を調査し，環境開示の理論

的基礎に正統性理論を用いた分析を行った。さ

らに，Deegan et al.（１９９６）は，環境会計に対す

るオーストラリアの職業会計士の取り組みにつ

いて調査分析を実施した。その調査結果は

Frost & Wilmshurst（１９９６）の調査結果と一致

し，オーストラリアの職業会計士の多くが，環

境問題に関する事項が財務諸表に含まれること

について決して肯定的ではなかったことが明ら

かにされた。

Walden & Schwartz（１９９７）の研究は，Patten

（１９９２）の研究結果を引き継ぐ内容となってい

る。彼らは，アラスカにおける原油流出事故が

環境開示に影響するか否かを調査し，企業の自

己利益（self interest）及び公共政策的圧力（pub-

lic policy pressure）が環境開示に一定の影響を

２９）２００１年に制定された会社法（Corporations Act）
により，年次財務報告書における環境情報の開
示が義務付けられている（環境省［２００５］, p.５１）。
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与えることを明示した。

Lawrence & Khurana（１９９７）はスーパーファ

ンド法以降の財務報告と公共政策の課題につい

て相関を分析した。また，Wycherley（１９９７）は

経営者に対するインタビュー調査を試み，職業

会計士が行った環境問題への支援の状況につい

て整理分析している。さらに，Burritt & Welch

（１９９７）は，オーストラリア連邦政府機関（Com-

monwealth entities）の１９８４年から１９９３年まで

の環境報告に関して，年次報告書を作成してい

る１９１機関の中から６０機関を標本抽出して，

実証的な調査と分析を試みた。その結果，独立

採算機関（non-budget entities）に比べて，予算

配分機関（budget entities）３０）が環境情報をより

多く開示していることを導出した。

Neu et al.（１９９８）は，１９８２年から１９９１年のカ

ナダの上場企業を対象とし，（１）年次報告書に

おける環境開示への外部的圧力の影響，（２）そ

の他の社会開示に対する環境開示の特性，（３）

環境開示と実際の環境パフォーマンスとの関係

を焦点化した分析を展開した。彼らは，「常に

曖昧かつ部分的である」と記述される環境開示

と環境パフォーマンスとの共通項に関してその

検証の重要性を論じ，印象管理（impression

management）の研究の有用性を主唱した。

Deegan & Rankin（１９９９）は，環境報告の利用

者とその作成者との間に生じる異質な「認識

（perceptions）」について着目した。特に，潜在

的な情報の需要・供給の不均衡の問題，すなわ

ち「期待ギャップ（expectation gap）」の存在を

省察し，期待ギャップの存在を認容し，環境と

社会パフォーマンスに関する基準開発に取り組

むことの重要性を主張した。

Milne & Chan（１９９９）は，年次報告書におけ

る叙述的社会開示（narrative social disclosures）

が，投資の意思決定に与える影響を調査し，結

果的に会計及び金融の専門家は叙述的社会開示

を看過する傾向にあることを明察した。また，

Williams & Pei（１９９９）は，オーストラリア，シ

ンガポール，マレーシア，香港の１７２の組織が

ウェブサイトを通じて提示する情報の比較調査

を行い，オーストラリア，シンガポールでは

ウェブサイト上の情報が年次報告書より多くの

情報を提示すること，そして対象地域全てにお

いてウェブサイトではより多くの叙述情報が開

示されていることを明らかにした。２０００年に

は，Deegan et al.（２０００）によって，アラスカや

ボパール等の５つの社会的事故が，オーストラ

リア企業の年次報告書における社会情報開示に

与えた影響についての検証が試みられた。

Mathews（２０００）は，規範的領域の代表的な研

究として，Gray et al.（１９９６）, Schaltegger et al.

（１９９６）, Birken（１９９６）, Mathews（１９９７b）, Boone

& Rubenstein（１９９７）, Elkington（１９９７）（１９９９）,

Magness（１９９７）の８つの論攷の解題を行った。

しかしながら，Mathews が１９９７年の考察検証

の過程で論究したように，SEAL は１９７０年代

の規範的研究から，１９８０年代以降の方法論的

議論へとその関心領域の移行を経験している。

このため Mathews 自身が繰り返し強調するよ

うに，両者の区分には曖昧な部分があり，ここ

での分類には主観的解釈が多く含まれる可能性

があることに注意する必要がある。

Gray et al.（１９９６）は，体系的な社会環境会計

を開発する第一段階を，「（a）報告書の目的と焦

点を特定すること（b）情報の特徴である完全性

を満たす試みの中で，組織を概念化する方法に

ついての何らかの明確化」の ２ 点に設定した。

そして，「報告書の目的は，アカウンタビリ

ティを解除することであり，その結果，焦点は

企業が社会および物理的な環境と相互に活動す

るサブシステムとして見なされる社会的なもの

でなくてはならない」と主張した３１）。

Schaltegger et al.（１９９６）は，エコロジカル会

３０）大森（［２００３］, p.１５３）を参照した。

３１）Gray et al.（１９９６），訳文は山上監訳 p.３９１を引
用。

２０１０．６ 環境会計の史的研究 八森 101101（ ）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１０　経済学研究Ｖｏｌ．６０，Ｎｏ１／本文／４　０８５～１２０　八森様  2010.06.01 15.35.33 



計３２）（Ecological Accounting）を含む環境会計の

新しい形式を提唱した。それは，財務会計及び

管理会計といった伝統的会計（Traditional Ac-

counting）への統合が意図されたものであった

が，一方で議論の多くが財務的測定に関わるも

のであることが指摘されている。

Mathews（１９９７b）は広範囲の利害関係者集団

に対する報告に基づくモデルを記述し，規範的

モデル構築の重要性を顕示した。Boone &

Rubenstein（１９９７）は環境汚染から生じる外部

性の解釈モデルをフルコスト会計３３）（Full Cost

Accounting）を 用 い て 提 示 し た。Elkington

（１９９７）（１９９９）は，経営，環境，社会を統合する

トリプルボトムライン（Triple Bottom Line）ア

プローチを提唱した論攷であったが，環境以外

にも複数の視点が加わったことにより利用者の

範囲が拡張することが予測され，理論的基礎の

確立が改めて重視される契機ともなった。

１９９５年以降の方法論的議論は，環境監査や

管理会計といった領域へと研究対象が拡張され

たことが特徴の １ つである。代表的な論攷と

しては，McLean（１９９５），ACCA（１９９７），Shields

& Boer（１９９７）, Owen et al.（１９９７）, Lockhart

（１９９７）, Miller（１９９８）が紹介・索引されてい

る。

勅許公認会計士協会（Association of Char-

tered Certified Accountants: ACCA）（１９９７）

は，規範的，方法論的，実証的な研究を含む論

攷であるが，Mathews は方法論的側面を重視

し，方法論的議論の分野に分類した。ACCA

の指針は，企業の年次報告書又は環境報告にお

ける環境及びエネルギー情報に関する開示の拡

張が議論され，環境やエネルギー関連データの

作成及び監査の検討に極めて有用な示唆を与え

るものであった。

Shields & Boer（１９９７）は，JAPP に掲載され

た諸論文を検討し，環境会計の問題が，（１）財

務会計，（２）管理会計，（３）外部監査，（４）内部

監査，（５）課税の５領域に関係することを整

理・提唱した。Lockhart（１９９７）は，汚染者負

担原則（Polluter Pays Principle）の代替として

合衆国の課税を議論し，環境目的を達成する実

行可能な動機づけとして，助成金（subsidies），

税額控除（tax credits），固定資産税免除（prop-

erty tax exemptions）の３項目について論究し

た。また，「会計の周縁」（margins of account-

ing）と題した論攷を著した Miller（１９９８）は，会

計を，他の目的及び内容から生み出された計算

上の（calculative）実務と理論的基礎の集合体を

意味するものと論じ，会計の周縁に注目するこ

とは，会計の流動的かつ可動的な性質を強調す

ることであると主張した。

批判的文献を精査した Mathews は，社会及

び環境面を扱う会計研究を分析し始めた批判的

理論家にとって，社会会計は現状を正当化する

手段とみなされる傾向にあったことを詳述し

た。しかしながら Mathews は，批判的文献に

属する研究群が１９９０年代初頭から SEAL へ重

要な貢献を提示してきたことを，評価を込めて

付言している。ここでは，Lehman（１９９５）,Wambs-

ganss & Sanford（１９９６）, Lehman（１９９６）,Milne

（１９９６b）, Gibson（１９９６）, Lehman（１９９９）,Everett

& Neu（２０００）の論攷をその代表的業績として解

題を試みている。

Lehman（１９９５）は，Rawls の『正義論』３４）に基

づき，環境会計の理論的基礎をアカウンタビリ

３２）Schaltegger et al.（１９９６）によれば，環境会計は
貨幣単位による「環境面を区別した伝統的会計」

（Environmentally Differentiated Traditional Ac-
counting）と物量単位による「エコロジカル会
計」（Ecological Accounting）の二つの側面をも
つ。エコロジカル会計は，企業が環境に及ぼし
た生態学的影響の測定を意図している（pp.１２-
１５）。

３３）ここでは，外部性を貨幣単位で決定し，経営意
思決定に経済及び環境情報を統合することを基
礎とするものと解釈できる。

３４）Rawls, John［１９７１］“A Theory of Justice”. Rawlsに
よる「基本財（primary goods）」とは，「合理的な
人間であれば何よりも必要とされるもの」と解
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ティ概念に求め，意思決定有用性理論の無効性

を主張した。Wambsganss & Sanford（１９９６）は，

米国環境保護庁（Environment Protection Age-

ncy :EPA）が事業体（utility）へ発行した排出枠

（pollution allowances）の会計処理は，拠出資本

に応じ受贈資産（donated assets）として取り扱

われるべきであると主張したが，Lehman

（１９９６）, Milne（１９９６b）, Gibson（１９９６）から多くの

反応が寄せられた。特に Gibson（１９９６）は，排

出枠は大気汚染問題において現実的な課題では

なく，むしろ，経済用語で生態学的課題に着手

しようとする研究姿勢にこそ問題があると論じ

た。また，Lehman（１９９９）は社会環境会計及び

監査の役割に対する議論を現代のコミュニタリ

アン（communitarian）３５）の思想の観点から分析

した。彼は，社会環境会計が会計主体としての

企業に影響を与えることができるという誤った

認識を持つものであったことを論じ，企業の役

割と社会・環境影響への議論の促進のために，

現代のコミュニタリアンの検討を通した代替的

アプローチの開発を探求した。

会計領域以外の文献では，組織や利益に対

し，CSR への取り組みが与える影響を分析し

た Burke & Logsdon（１９９６），方法論的立場か

ら環境・社会パフォーマンスにアプローチした

di Norcia（１９９６），Myers & Kent（１９９８）の論旨

が代表的な研究実績として明示されている。特

に di Norcia は，直接的・間接的な環境パフォー

マンス評価（Environmental Performance Mea-

sures）３６）を含む，環境への取り組み及び活動計

画への精査を試みた。

テキストとしては，Gray et al.（１９９６）, Epstein

（１９９６c）, Sefcek et al.（１９９７）, Elkington（１９９７）,

Gordon（１９９８）, Grinnell & Hunt（２０００）が代表的

な教科書として刊行され，特にGray et al.（１９９６）

のように，アカウンタビリティの見地から社会

環境会計研究を取り扱うアプローチが期待・要

請された。しかしながら，環境会計に関する研

究が継続して蓄積される一方で，テキストに分

類される論攷がさほど多くない状況は，環境会

計の基礎的理解及び共通理解の形成が困難であ

ることの証左となっているものとも考えられ

る。

さらに Mathews（２０００）において顕著になっ

た分野の一つが法制度規制に関する論攷であ

る。環境負債（environmental liabilities）の開示

の進展に連動して，当該領域の論攷が増加する

ようになった。Mathews（２０００）では，年次報

告書における特定の環境負債や開示を取り扱う

基準の進展が殆どないとされたが，１９７５年の

“Accounting for Contingencies”（SFAS５）に

よって環境に関わる事項が捕捉されると考えら

れている。また，Rezaee et al.（１９９５），Steadman

et al.（１９９５）が環境偶発負債（environmental con-

tingent liabilities）の開示に関して SFAS５ の適

用を論じた。さらに Miller & Stanko（１９９７）, Ab-

dolmohammadi et al.（１９９７）, Hethcox et al.

（１９９８a）（１９９８b）, Hochman（１９９８）, Wilmshurst

釈できる。Lehman（１９９５）は，会計報告書にお
いて追加的に環境情報を提供するために存在す
る「道徳的義務（moral obligation）」への議論を基
軸とし，会計を「アカウンタビリティ関係を満
たす情報を提供するもの」であると規定した。そ
の中で，会計が道徳的言説（moral discourse）で
あること，環境が基本財（primary goods）であ
ること等を確立する意図において，『正義論』を
適用した。

３５）Lehman（１９９９）は，環境及び社会的アカウンタ
ビリティの枠組の開発に用いられてきた現代の
リベラル・モデルに対抗するため，政治的運動
としてのコミュニタリアニズム（communitari-
anism）に言及した。そして，会計が持つ環境
的・社会的役割を議論するにあたり，現代のコ
ミュニタリアニズムの思想が民主的プロセスを
拡充 可 能 か 否 か に つ い て 検 討 し た（pp.２１７-
２１８）。

３６）直接的環境パフォーマンス評価とは，汚染負荷
レベル，汚染濃度レベル，生態系影響レベル，
生態系修復評価であり，間接的環境パフォーマ
ンス評価とは，製品又はその他の要因における

「環境親和性（Environmental Friendliness）」の技
術的指標，景気動向指標，組織指標を指してい
る（p.７７３）。
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& Frost（１９９８）, Beets & Souther（１９９９）がこの

領域に分類されている。その一方で Mathews

（２０００）は，このような研究者の活発な取り組み

に比して，非伝統的会計及び開示に関する概念

フレームワークや基準の開発に対する会計専門

職主体の関心の低さに憂慮し，警鐘を鳴らして

もいる。

（２）新たな分類

新たに追加され た 原 価 計 算・管 理 会 計

（EACMA）の領域では，その代表的研究に，

Lawrence & Cerf（１９９５），Epstein（１９９６a）（１９９６

b）（１９９６c），Bailey & Soyka（１９９６），Milne（１９９６

a）, Ranganathan & Ditz（１９９６）, Larson & Bro-

wn（１９９７）, Roth & Keller（１９９７）, Parker（１９９７）,

Freedman（１９９８）, Carrera & Iannuzzi（１９９８）,

Corrigan（１９９８）の１３論攷が明示されている。

Lawrence & Cerf（１９９５）は，シェブロンを対

象として，土壌の除去が必要な汚染された土地

の調査プロセスを中心とした包括的記述を行っ

た。汚染された土地は，通常，外部の第三者が

調査するものであるが，条件によっては，企業

は汚染された土地の事前スクリーニングを実施

することができた。シェブロンは，複数領域の

専門家を伴い，クロスファンクショナル・プロ

セス（Cross-Functional Process）を実施したが，

結果を証明する外部監査の利用が最後まで言及

されることなく，内部監査のみが示唆されてい

たことを Lawrence & Cerf は明らかにした。

また，Epstein（１９９６a）では，ライフ・サイクル・

アセスメント（Life Cycle Assessment :LCA）の

プロセスが明らかにされ，Epstein（１９９６b）にお

いて，フル環境コスト会計（full environmental

cost accounting）３７）について省察が加えられた

後，Epstein（１９９６c）によってこれらの論点が実

践的かつ体系的に検証された。

環境監査分野では, MathewsはHilary（１９９５）,

Maltby（１９９５）, Langford（１９９５）, Dittenhofer

（１９９５）, Power（１９９７）, Black（１９９８）, Tucker &

Kasper（１９９８）の論攷をその代表的な研究業績

として例示している。Maltby（１９９５）は，環境

監査を実施する企業に内在している直接的かつ

間接的な圧力の双方を相関的に整理分析した。

直接的な圧力として，エコ・マネジメント監査

スキーム（Eco-Management Audit Scheme: EM

AS）が提示され，間接的圧力として，一般に公

開される環境開示の存在が指摘された。また，

Power（１９９７）はこれまで重視されてこなかった

環境監査や，任意のステートメントに関する検

証業務を精査することで，EMAS の開発に伴

う職業会計士の関心の動向を調査分析した。職

業会計士における環境問題への関心の程度は従

来から議論されてきたが，Power（１９９７）は，業

務範囲に環境監査を追加することに会計事務所

が関心を持つ状況について詳述することに成功

した。

環境監査の隣接領域と考えられる社会監査で

は，これまで Gray et al.（１９８７）や Gray et al.

（１９９６），Mathews（１９９３）の論攷が提示されて

きたが，従来の実践とは対象組織が異なり，方

法論にも一定程度の改善が行われていたため

に，この時期には既に応答性の高い議論が開始

されるようになっていた。例えば，実行可能な社

会的責任報告システムの骨子を提供する，州政

府及び地方政府に対して単一の社会監査を提示

した Sutton & Arnold（１９９８）に関して, Defeo &

Falk（１９９８）, M.Freedman（１９９８b）, Gray（１９９８）,

Lee（１９９８）, Roberts（１９９８）, Shaoul（１９９８）たち

が，常に双方向の議論に努めていた。また，

Shaoul（１９９８）の論攷では，Rawls の『正義論』に

依拠した解釈と検討が展開された。また，Ad-

ams & Harte（２０００）は，雇用における差別を明

らかにする会計学の可能性に言及した論攷とし

て高い評価を享受した。

１９９５年以降の環境会計研究について通史的

３７）Epstein（１９９６b）は，製品によって環境に課され
る将来コストを考慮するフル環境コスト会計

（full environmental cost accounting）が，「より
良い製品原価情報及びより良い環境コストの原
因への理解」を提供すると主張した（p.１９）。
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分類を追補するために Mathews が設定した最

後の分類項目は「持続可能性」であった。持続可

能性は，１９８０年代後半から漸次議論されてい

たが，Mathews（２０００）によって明確な分類区

分として着目された新領域であった。この領域

に対する重要な貢献論攷は，Bebbington & Tan

（１９９６）（１９９７）, Hart（１９９７）, Lamberton（１９９８）,

Magretta（１９９７）, Birkin & Woodward（１９９７）な

どである。特に Bebbington & Tan（１９９６）は，

環境の持続可能性に関する概念的コスト（no-

tional cost）の算出を目指した実験的な会計研究

の分析的枠組みの開発を試みた。Hart（１９９７）

は，BDTA（Business Driven Technological Ap-

proach）に基づき，持続可能性の確立に必要な

戦略を省察し，持続可能性の達成のためには，

公害防止（pollution prevention），化学物質の総

合的安全管理（product stewardship），清浄技

術（clean technology）などとの連繋が必須であ

ると論じた。また，Lamberton（１９９８）は，生態

学的環境の中で持続可能な事業体が求める会計

実践を論究し，持続可能な開発と呼ばれるもの

は，（１）エコ・エフィシェンシー，（２）持続可

能な財務実績，（３）生態学的持続可能性，（４）

世代間公平，（５）世代内公平という５つの測定

可能な目標によって構成される生態学的・社会

的・経済的次元にそれぞれ分解されうる可能性

を論じた。

� 考察

企業の社会的責任の議論を端緒とした第�期

の研究は，特に米国において革新的なモデルを

見出したものの，その後の深刻な景気後退に伴

い，次第に企業及び研究者の関心を惹き付ける

ものではなくなった。環境会計関連の論攷を数

多く掲載してきた AOS においても同様の傾向

が見られ，取り扱われる論攷の数は次第に減少

した。

しかしながら，１９８０年に制定された米国の

「スーパーファンド法」にみられる具体的な環境

規制や，１９８４年に発生したインドのボパール

における化学工場の事故の影響は，公害問題の

対処のような局地的かつ定時的な取り組みでは

なく，将来を見据えた長期的な対応の重要性を

再認識させ，環境監査という新たな動向を生み

出す契機となった。また，１９８７年に「環境と開

発に関する世界委員会」（TheWorld Commission

on Environment and Development: WCED）に

よって公表された報告書 Our Common Future

は，「持続可能な開発」，「持続可能性」という概

念を提示し，今日の環境会計における中心的議

論の嚆矢ともなった。

表３は，Mathews（１９９７）（２０００）が 提 示 し た

SEAL の文献数を示したものであるが，第�期

において，社会会計と環境会計の分極化が始ま

Empirical Studies Normative Statements Philosophical Discussion Radical/Critical Literature Non−accounting Literature TMTP＊ Regulatory Frameworks Other Reviews

Ⅰ期 ３８ １５ ２２ ０ １８ ７ ４ ０

Ⅱ期 ５１ １７ ５５ ６ ４ ９ ４ ２
Social ３６ １５ ３９ ５ １ ７ １ １
Environmental １５ ２ １６ １ ３ ２ ３ １

Ⅲ期� ２５ ７ ３３ ４ ２２ １７ ９ ６
Social ５ １ ３ ２ １ ９ １ ３
Environmental ２０ ６ ３０ ２ ２１ ８ ８ ３

Ⅲ期� ２５ ８ ６ ７ ３ ６ １１ ０

Added New Categories
EACMA Environmental Audit Social Audit Sustainability

１３ ７ ８ ６

表３ Mathews［１９９７］［２０００］による主題別時系列分析

＊Textbooks, Monograph & Teaching Programmes
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り，これまで社会会計の中の一分野として取り

扱われてきた環境問題が環境会計という枠組み

の中へ焦点化された。さらに１９８９年のバル

ディーズ号の原油流出事故は，環境問題が国境

を越えて影響を及ぼすものであることを強く印

象づけた。これらの文脈の中で，第�期（１）に

は環境会計への関心が社会会計を上回ることと

なった。企業の社会的責任への議論を出発点と

して，発展や停滞を経験してきた環境会計研究

は，地球規模での環境問題に直面した結果，こ

の時期に大きな一つの方向性を見出したといっ

ても過言ではないだろう。

環境会計研究の研究史上の特徴は，理論的・

方法論的問題に焦点を置く AOS において活発

な議論がなされてきたことにある。しかしなが

ら，環境保護や環境問題を対象とした議論は，

規範的議論に傾斜する傾向が強いにもかかわら

ず，他の環境会計研究領域に比べて，実証研究

の成果が積み重ねられていることは注目され

る。このことは，國部他（２００９）によっても言及

され，Gray（２００２）も驚きをもってこの状況に

ついて論じている。特に，第�期では実証研究

が最も多く，Ernst & Ernst の調査研究のよう

に米国における進展が顕著であった。第�期，

第�期においても，実証研究は継続的な関心を

惹き付けてきた。とはいえ，この状況は「既存

の社会環境会計研究プロジェクトは，企業によ

る社会環境情報開示実務について，経営者の動

機や資本市場への影響を実証的に調査している

ものが主であるが，そうした調査方法自体の視

野の狭さが繰り返し指摘されている」３８）と論じ

られた。

特に初期の研究において，基礎的な理論が確

立されないまま，対症的に議論を進展せざるを

得なかった環境会計の有効性には強い異議も

あった。しかしながら，それでも環境会計研究

は，世界各地で発生する環境問題について具体

的分析を要請されてきた。この結果，環境会計

研究は，常にその研究手続と方法論について未

整備であるとの批判に晒され，実証的でありな

がら客観性を担保できないという矛盾に直面す

ることとなった。

Gray によれば，社会会計は常に会計学界（ac-

counting firmament）にその地位を見出そうと

する傾向が強いとされる３９）。社会会計は，決し

て「同質（homogeneous）」でないことから共通

の理解を構築することが困難であると考えられ

ており，特にかつての社会会計研究において

は，隣接領域からの理論援用により独自の解釈

モデルの形成を忌避してきたかのような印象を

与えてしまった時期もある。しかしながら，こ

のような状況の中で，異なる地域や主体を論究

する研究者たちが，相互に議論を提示できる場

として環境会計という共通の知的基盤は存在し

ていた。それは Gray が論じる社会会計プロ

ジェクトの核心である「新しい学問的空間」

（new disciplinary space）４０）への創出に継承され

ていったと考えられる。

環境会計研究は様々な批判・批評を受けなが

ら，決して「学問的空間」を消失することなく，

自然環境と会計との複眼的視点を提示してき

た。巷間の議論に散見される環境会計が退潮傾

向にあるとする見解は，（１）開示の自発性（と

きに恣意性），（２）測定の困難さ，（３）用語の多

義性等に起因すると考えられてきた。しかしな

がら，これらの見解の発生は，こうした消極的

要因が直接作用したというより，むしろ環境会

計の進化とともに研究者の関心領域がより堅実

で現実的となる傾向が強まった結果，挑戦的で

意欲的な研究姿勢が低下したと誤解されてし

まったことが，最も大きな理由であると考えら

れるのである。

このような批判と誤謬を精査しつつ，

Mathews がその論攷の中で明示した研究史の

分類区分を参照しながら，彼が射程に含めるこ

３８）國部他（［２００９］, p.２０８）。

３９）Gray（［２００２］, p.６８７）。
４０）Gray（［２００２］, p.６８８）。
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とのなかった２００１年以降の環境会計の成果と

課題を整理考察した結果，Mathews のフレー

ムワークを越えた論攷が数多く存在することが

明らかとなった（表４参照）。実際，Mathews

は既にこの傾向を予測していたことがその論攷

から推察され，環境会計研究の受容領域が拡張

する状況が持続した場合，多様な研究の反射が

繰り返される可能性があることを示唆してい

る４１）。図５は，２０００年以降の環境会計研究に

関して，Mathews（１９９７）（２０００）の分類区分に

属するものと，「新たな潮流（New Tide）」とし

て生起した研究群を図示・比較したものであ

る。

この図で示された「新たな潮流」，すなわち

Mathews の分類の枠組みに含めることが困難

な研究とは，（１）従来の Mathews の分類にお

いて２つ以上の領域の性格を併せ持つ統合型・

複合型というべき研究，（２）全く新しい領域を

開拓した研究に大別できる。前者（１）について

は，かつて Mathews も分類の困難なものとし

て，第�期において規範的研究及び方法論的議

論の境界に言及しているが，２００１年以降，さ

らにその傾向が複雑化したため，従来の分類区

分に含めることが極めて困難な論攷が逓増し

た。後者（２）については，かつて Mathews が

「持続可能性」という「新たな領域（Added New

Categories）」を創出したように，例えば「排出

量取引」のような従来には全く議論されること

の無かった新たな研究の構想が企図されたもの

や，新たな社会理論が導入・援用された環境会

計研究も含まれると考えられる。

新たな潮流の誕生は，決して Mathews の研

究を否定するものではない。そもそも Mathews

の研究史研究は極めて詳細精緻で，確たるメル

クマールのもとに分類されたものでもあるた

め，彼の１２分類は現在の研究区分としても十

分に有効であると考えられる。実際，図５では

２００１年 以 降 の お よ そ 半 数 以 上 の 論 攷 が

４１）Mathews（［２００２］, p.３７）。

New Tide

ARTICLES & DISCIPLINES

2001 Buhr [2001] Buhr & Freedman [2001]

2002 Bouma & van der Veen [2002] Gray [2002]

Gray & Collison [2002] Krasowski [2002]

Orbach & Liedtke [2002] Osborn [2002]

Reyes [2002]

2003 Bouma & Correlje [2003] Figge et al. [2003]

Loew [2003] Thy [2003]

2004 Adams et al. [2004] Ball [2004]

Gray & Milne [2004] Hammond & Miles [2004]

Henriques & Richardson [2004] Rahaman et al. [2004]

Saravanamuthu [2004] Thompson & Cowton [2004]

Unerman & Bennett [2004]

2005 Ball [2005] Ball et al. [2005]

Ball & Seal [2005] Bhimani & Soonawalla [2005]

Campbell et al. [2005] Cerin & Laestadius [2005]

Cooper et al. [2005] Georgakopoulos & Thomson [2005]

Laine [2005] Lang et al. [2005]

O’Dwyer & Owen[2005] Pohjola [2005]

Skanavis et al. [2005] Solomon & Darby [2005]

Thomson & Bebbington [2005]

2006 Aerts et al. [2006] Bent [2006]

Busch et al. [2006] Coupland [2006]

Ebinger et al. [2006] Gallhofer & Haslam [2006]

Gray [2006] Gunther & Kaulich [2006]

Hawkins [2006] Ito et al. [2006]

Kamla et al. [2006] Karatzoglou [2006]

Maijala & Pohjola [2006] Miyazaki [2006]

Moneva et al. [2006] Mook [2006]

Rosinski [2006] Solomon & Solomon [2006]

Wagner [2006]

2007 Ball [2007] Bebbington & Dillard [2007]

Cho & Patten [2007] Cooper & Owen [2007]

Kahn [2007] Kamla [2007]

Mahoney & Roberts [2007] Perez et al. [2007]

Raab & Feroz [2007] Spence [2007]

van Staden & Hooks [2007] Suijs [2007]

Unerman & O’Dwyer [2007]

2008 Adams & Frost [2008] Ashcroft & Smith [2008]

Bebbington et al. [2008] Braun [2008]

Burnett & Hansen [2008] Cook [2008]

Chwastiak & Lehman [2008] Engels [2008]

Csutora & de Palma [2008] Godschalk [2008]

Free [2008] Guthrie et al. [2008]

Guo [2008] Isenmann [2008]

Hermansen et al. [2008] Koefoed [2008]

Klopffer & Renner [2008] Laforest [2008]

Kurdve [2008] Lang−Koetz et al. [2008]

Langford [2008] Möhr−Swart et al. [2008]

Marangon et al. [2008] Munkoe & Jasch [2008]

Mizuguchi [2008] O’Sullivan & O’Dwer [2008]

Nowak & Cichy [2008] Schaltegger et al. [2008]

Sarker & Burritt [2008] Wentzel et al. [2008]

Sinkin et al. [2008]

Wiedmann & Lenzen [2008]

2009 Aerts & Cormier [2009] Bebbington [2009]

Brown [2009] Callon [2009]

Caron & Trucotte [2009] Cho et al. [2009]

Cormier et al. [2009] Farneti & Guthrie [2009]

Frame & Cavanagh [2009] Ghosh & Olsen [2009]

Gray [2009] Henri & Journeault [2009]

Hopwood [2009] Iyoha & Oyerinde [2009]

Jones & Solomon [2009] Linsley & Shrives [2009]

Lohmann [2009] Lynch [2009]

Mackenzie [2009] Messner [2009]

Nicholls [2009] Raar [2009]

Roberts [2009] Rowbottom & Lymer [2009]

Russell & Thomson [2009] Solomon & Thomson [2009]

Spence [2009]

2010 Ball & Craig [2010] Spence et al.[2010]

Kuruppu & Milne [2010] Cho & Roberts [2010]

表４ 環境会計の新たな潮流
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Mathews の枠組みによって分類されることが

明らかとなっている。特にこの時期は EACMA

の論攷の漸増が顕著であり，持続可能性や方法

論的議論が実証研究を越える研究件数となって

いることが特徴として明示できる。これらのこ

とから，新しい潮流という概念は決して

Mathews の分類と対抗的なものではなく，む

しろ併存可能であるばかりか，両者の併用は互

いに研究効用を発揮し，研究史研究を複眼的に

概観することを達成させ，新たな構造的理解モ

デルの構築に貢献することができると考えられ

るのである。

例えば，今後の環境会計研究の方向性の一つ

として提示可能な領域は，おそらく財務報告書

における環境会計情報を対象化した「環境財務

会計」４２）分野である。河野他編（２００９）は，環境

財務会計の発展を予測させる要因を以下の２点

に整理している４３）。第１に，国内外の政府によ

る環境問題の対処に伴い，わが国企業において

も温暖化対策等の取り組みの増加が予測される

ため，環境保全コストの上昇が推測される。第

２に，欧米では１９９０年代から，会計士団体は

もとより，国際連合，欧州委員会等から環境財

務会計に関する報告書が公表されており，米

国，欧州あるいは国際会計基準審議会等で環境

問題に関連する会計基準が設定されている状況

がある。決して任意の環境情報開示としてでは

なく，投資家の意思決定に有用な会計情報とし

ての環境会計が議論の俎上に載ることは，環境

会計が「新たな学問的空間」としての存在意義を

社会に提示できうる領域であることを改めて認

識させるものである。

かつて Gray は自戒を込めて，環境会計関連

の論攷をレビューすることが単純な文献解題の

繰り返しに陥ってしまうことに否定的な主張を

明らかにした。これは本稿の出発点でもあった

Mathews への警鐘でもある。確かに研究史の

中で蓄積される数多くの諸研究は，それぞれが

異なる視座と方法を持って展開されているもの
４２）河野他編（２００９）を参照。
４３）河野他編（［２００９］, p.１）。

図５ ２００１年以降の環境会計
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であり，まさに Gray が述べたように決して同

質なものではない。通底した分析的視座を持た

ず，これらの研究論攷を解題していくことは，

確かに単なる研究の陳列に過ぎないかもしれな

い。しかしながら，研究の基礎的理解のため

に，研究史を紐解き，過去の論攷を領域分類

し，モデル分析を試みるという研究手続きは，

果たして本当に Gray が指摘するような隘路を

乗り越えることはできないのであろうか。Gray

自身が自らに発した研究上の疑義は，本稿にお

いても，依然として乗り越えるべき課題として

残されている。

これまで概観してきた多様な環境会計研究の

歴史やその成果と課題の整理考察を通して，当

該研究を進化させるためには，議論の立体的な

応答性を高める必要があると考えられる。立体

的な応答性とは，分類された各研究を精査検証

しつつ，帰属する領域の内部での議論を促進し

て，異なる領域間での応答性を成熟させること

であり，それは異世代間での通時的議論と同時

代の共時的議論が同時に達成されることを意味

する。おそらく Gray の設定した課題を解決す

るための手がかりが，この作業に包含されてい

るのではないかと推測される。

環境会計とは解釈に依存する領域である４４）。

それゆえ，環境会計研究は常に社会的文脈の中

に存在しなければならない。また，過去の研究

から乖離し，その成果と課題を無視して新しい

潮流が生まれることも希有である。なぜなら，

解釈とは発信者の意図を正確に反映するもので

はないという危うさを内包しているためであ

る。研究を取り巻く複雑なコンテキストの中

で，研究の蓄積から普遍的な法則を抽出し，新

たな研究課題を発見しつつ，精緻な方法論を開

発していくことが，環境会計という研究構想を

解釈という迷路から解き放つ方途であると考え

られる。

� おわりに－展望－

およそ１９９０年以降の環境会計に関する包括

的な文献調査を実施した國部他は，その調査報

告の冒頭で「環境会計が，学問および実務にお

いて独立した領域として成立するのは１９９０年

前後であると考えられる」４５）と環境会計の成立

時期を具体的に明示した。また，２００８年４

月，米国において IEc（Industrial Economics, In-

corporated）が EPA に報告した『環境負債，無

形資産及び気候変動リスクに対する財務会計基

準予備報告』では，EPA が発足した１９７０年か

ら２００５年までの米国における主要な環境規

制，環境会計基準，そして環境情報開示調査に

関する時系列分析が図示・比較されている４６）。

このタイムテーブルを各年代に整理したものが

表５である。

この表によれば，EPA は１９７０年の「大気汚

染防止法（CAA）」の改正を皮切りに，立て続け

に環境規制を実施し，その組織的使命を完遂す

ることに努めてきたことが看取される。その一

方で，環境会計基準や環境情報開示調査の取り

組みについては，１９９０年代まで殆どなされて

いないことも明らかとなっている。ところ

が，１９８０年代後半から EPA による環境規制は

徐々に限定的なものとなり，それに対して１９９０

年代になると，会計士団体等による環境情報開

示に関する調査報告が散見され始め，２０００年

以降には環境規制よりも環境会計基準の策定が

中心となる傾向が強まっていく。このことは，

環境を保全するための直接的な規制から，会計

基準を設けることを通して環境負荷を低減させ

るための内的自制を社会に対して促す取り組み

への構造的変化と解釈することも可能である。

さらにより具体的には会計領域に「環境」という

要素が明確に導入されることを傍証してもい

る。環境とそれに関連する人々の利益を保護す

４４）Gray et al.（［１９９３］, p.６）。

４５）國部他（［２００９］, p.２０５）。
４６）IEc（［２００８］, p.８）。
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るという目的において同一である両者は，およ

そ１９９０年を基点として大きな転換を迎えたの

であり，IEc の報告が示すものと國部他の指摘

は，この点において一致する。

本稿は，主に日本以外で実施された環境会計

研究を中心として整理考察したものであるが，

国境を越えて環境保護や企業活動が展開されて

いる現在，今後は日本における環境会計研究の

特性についても整理し，諸外国の研究成果と比

較する必要があることは言うまでもない。また

IEc の報告書でも言及されている環境情報開示

の議論において最も着目すべきことは，環境情

報を開示するための根拠の曖昧さであり，この

結果，環境に対する企業の取り組みには「市場

による支持が不可欠」とならざるを得ない状況

が続いている。環境問題に関するアカウンタビ

リティを拡張させるためには，適確な制度設計

とともに，CSR，持続可能性報告等に関する開

示根拠の開拓もより重要になるのかもしれな

い。

いずれにせよ，以上のような環境会計の国際

的な比較分析の開始や情報開示の制度的隘路を

乗り越えるためには，実証研究に加えて，数多

くの事例分析の中から普遍的法則を抽出する理

論研究の開発も必要であり，加えて両者の一方

に偏向することも可能な限り回避しなければな

らず，このことは環境会計の実務をより効果的

とするためにも必須の条件であろう。なぜなら

環境会計は，会計を取り巻く社会的状況の反射

として誕生したものであることから，会計実務

と乖離した形で研究の道を歩むことはその本旨

ではないと考えられるからである。この点にお

いて，本稿で詳述した１９７０年以降の環境会計

研究が実証研究に集中していることは改めて注

目される。そもそも環境会計は，技術的領域の

進展とともに，様々な社会理論を吸収しながら

新しい会計理論を誕生させ，久しく社会に対す

る責任と学際的可能性を期待されてきた。時代

とともに蓄積される研究成果の評価と通時的分

析が会計学における実務と研究の双方を促進・

検証するための礎石であるという雄図は今後の

議論にも継承されていくべきものであろう。
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